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１－１

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１ 公共資産 １ 固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 (2) 長期未払金

②教育 ①物件の購入等

③福祉 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 ③その他

⑤産業振興 長期未払金計 0

⑥消防 (3) 退職手当引当金

⑦総務 (4) 損失補償等引当金

有形固定資産合計 0 固定負債合計 0

(2) 売却可能資産

公共資産合計 0 ２ 流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債

２ 投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金

①投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当

②投資損失引当金 (5) 賞与引当金

投資及び出資金計 0 流動負債合計 0

(2) 貸付金

(3) 基金等 負 債 合 計 0

①退職手当目的基金

②その他特定目的基金

③土地開発基金

④その他定額運用基金 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 １ 公共資産等整備国県補助金等

基金等計 0

(4) 長期延滞債権 ２ 公共資産等整備一般財源等

(5) 回収不能見込額

投資等合計 0 ３ その他一般財源等

３ 流動資産 ４ 資産評価差額

(1) 現金預金

①財政調整基金 純  資  産  合  計 0

②減債基金

③歳計現金

現金預金計 0

(2) 未収金

①地方税

②その他

③回収不能見込額

未収金計 0

流動資産合計 0

資 産 合 計 0 負 債 ・ 純 資 産 合 計 0

※１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 0 千円

上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 0 千円

計 0 千円

※２ 債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３ 地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち○○千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４ 普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 0 千円

（貸借対照表に計上したものを含む） [内訳] 普通会計地方債残高 千円

債務負担行為支出予定額 千円

公営事業地方債負担見込額 千円

一部事務組合等地方債負担見込額 千円

退職手当負担見込額 千円

第三セクター等債務負担見込額 千円

連結実質赤字額 千円

一部事務組合等実質赤字負担額 千円

基金等将来負担軽減資産 0 千円

[内訳] 地方債償還額等充当基金残高 千円

地方債償還額等充当歳入見込額 千円

地方債償還額等充当交付税見込額 千円

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 0 千円

※５ 有形固定資産のうち、土地は○○千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は○○千円です。

貸借対照表
（平成○○年３月３１日現在）

借 方 貸 方
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１－２

【経常行政コスト】 （単位：千円）

総 額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教 育 福 祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消 防 総 務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 0 #DIV/0!

（２）退職手当引当金繰入等 0 #DIV/0!

１ （３）賞与引当金繰入額 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）物件費 0 #DIV/0!

（２）維持補修費 0 #DIV/0!

（３）減価償却費 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）社会保障給付 0 #DIV/0!

（２）補助金等 0 #DIV/0!

３ （３）他会計等への支出額 0 #DIV/0!

（４）他団体への
公共資産整備補助金等

0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）支払利息 0 #DIV/0!

（２）回収不能見込計上額 0 #DIV/0!

（３）その他行政コスト 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 構 成 比 率 ） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 0

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ｄ／ａ #DIV/0! 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

行政コスト計算書
自 平成○○年４月 １ 日

至 平成○○年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

9
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１－４

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成○年度における一時借入金の借入限度額は○○千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は○○千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

収入総額 千円

地方債発行額 △ 千円

財政調整基金等取崩額 △ 千円

支出総額 △ 千円

地方債元利償還額 千円

財政調整基金等積立額 千円

基礎的財政収支 0 千円

※3 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  （○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

資金収支計算書
自 平成○○年４月 １日

至 平成○○年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

0

0

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

0

0

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

0

0

0
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２－１

有形固定資産明細表（平成○年度）

（単位：千円）

償却資産

土地 取得価額 減価償却累計額 帳簿価格 貸借対照表計上額
Ａ Ｂ Ｃ うち当年度償却額 Ｄ＝Ｂ－Ｃ Ａ＋Ｄ うち資産評価差額

生活インフラ・国土保全 0 0 0 0 0 0 0

道路 0 0

橋りょう 0 0

河川 0 0

砂防 0 0

海岸保全 0 0

港湾 0 0

都市計画 0 0 0 0 0 0 0

街路 0 0

都市下水路 0 0

区画整理 0 0

公園 0 0

その他 0 0

住宅 0 0

空港 0 0

その他 0 0

教育 0 0 0 0 0 0 0

小学校 0 0

中学校 0 0

高等学校 0 0

幼稚園 0 0

特殊学校 0 0

大学 0 0

各種学校 0 0

社会教育 0 0

その他 0 0

福祉 0 0 0 0 0 0 0

保育所 0 0

その他 0 0

環境衛生 0 0 0 0 0 0 0

清掃 0 0 0 0 0 0 0

ごみ処理 0 0

し尿処理 0 0

その他 0 0

保健衛生 0 0

その他 0 0

産業振興 0 0 0 0 0 0 0

労働 0 0

農林水産業 0 0 0 0 0 0 0

造林 0 0

林道 0 0

治山 0 0

砂防 0 0

漁港 0 0

農業農村整備 0 0

海岸保全 0 0

その他 0 0

商工 0 0 0 0 0 0 0

国立公園等 0 0

観光 0 0

その他 0 0

消防(警察) 0 0 0 0 0 0 0

庁舎 0 0

その他 0 0

総務 0 0 0 0 0 0 0

庁舎等 0 0

その他 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0

区分

104



２－２

主な施設の状況（平成○年度）

取得年度 取得価額
減価償却
累計額

貸借対照表
計上額

(年度) （千円） （千円） （千円） うち資産評価差額

○○駅前再開発

○○公園

○○住宅

その他

小 計 －

小学校

体育館

図書館

その他

小 計 －

保育所

老人福祉センター

デイサービスセンター

その他

小 計 －

ごみ処理施設

し尿処理施設

保健センター

斎場

その他

小 計 －

○○振興センター

道の駅○○

その他

小 計 －

消防本部

消防署

その他

小 計 －

庁舎

その他

小 計 －

－

（注）取得価額には、土地の価額は含まれていません。

区分 名 称 等

合 計

生活
インフラ・
国土保全

消防

総務

教育

福祉

環境衛生

産業振興
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３－１

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１ 公共資産 １ 固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 ①普通会計地方債

②教育 ②公営事業地方債

③福祉  地方債計 0

④環境衛生 (2) 長期未払金

⑤産業振興 (3) 引当金 0

⑥消防 （うち退職手当等引当金）

⑦総務 （うちその他の引当金）

⑧収益事業 (4) その他

⑨その他 固定負債合計 0

有形固定資産合計 0

(2) 売却可能資産 ２ 流動負債

公共資産合計 0 (1) 翌年度償還予定地方債

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

２ 投資等 (3) 未払金

(1) 投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当

(2) 貸付金 (5) 賞与引当金

(3) 基金等 (6) その他

(4) 長期延滞債権 流動負債合計 0

(5) その他

(6) 回収不能見込額 負 債 合 計 0

投資等合計 0

３ 流動資産 [純資産の部]

(1) 資金 １ 公共資産等整備国県補助金等

(2) 未収金 ２ 公共資産等整備一般財源等

(3) 販売用不動産 ３ その他一般財源等

(4) その他 ４ 資産評価差額

(5) 回収不能見込額

流動資産合計 0 純  資  産  合  計 0

４ 繰延勘定

資 産 合 計 0 負 債 及 び 純 資 産 合 計 0

※１ 債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※２ 普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち○○千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３ 有形固定資産のうち、土地は○○千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は○○千円です。

地方公共団体全体の貸借対照表
（平成○○年３月３１日現在）

借 方 貸 方
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３－２

【経常行政コスト】 （単位：千円）

総 額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教 育 福 祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消 防 総 務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 0 #DIV/0!

（２）退職手当等引当金繰入等 0 #DIV/0!

１ （３）賞与引当金繰入額 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）物件費 0 #DIV/0!

（２）維持補修費 0 #DIV/0!

（３）減価償却費 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）社会保障給付 0 #DIV/0!

（２）補助金等 0 #DIV/0!

（３）他会計等への支出額 0 #DIV/0!

（４）他団体への
公共資産整備補助金等

0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）支払利息 0 #DIV/0!

（２）回収不能見込計上額 0 #DIV/0!

（３）その他行政コスト 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 構 成 比 率 ） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 0

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 0

３ 保 険 料 0

４ 事 業 収 益 0

５ そ の 他 特 定 行 政 サ ー ビ ス 収 入 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ｂ／ａ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

地方公共団体全体の行政コスト計算書
自 平成○○年４月 １ 日

至 平成○○年３月３１日

２

1
1
6



３－３

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 0

純経常行政コスト 0

一般財源

地方税 0

地方交付税 0

その他行政コスト充当財源 0

補助金等受入 0

臨時損益

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

収益事業純損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 0

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 0

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0

減価償却による財源増 0

地方債償還に伴う財源振替 0

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 0 0 0 0 0

地方公共団体全体の純資産変動計算書
自 平成○○年４月 １ 日

至 平成○○年３月３１日

1
1
7



３－４

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高

※1 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  （○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

0

0

0

0

0

0

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

0

地方公共団体全体の資金収支計算書
自 平成○○年４月 １日

至 平成○○年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部
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４－１

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１ 公共資産 １ 固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 ①普通会計地方債

②教育 ②公営事業地方債

③福祉  地方公共団体計 0

④環境衛生 (2) 関係団体

⑤産業振興 ①一部事務組合・広域連合地方債

⑥消防 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 ③第三セクター等長期借入金

⑧収益事業  関係団体計 0

⑨その他 (3) 長期未払金

有形固定資産合計 0 (4) 引当金 0

(2) 売却可能資産 （うち退職手当等引当金）

公共資産合計 0 （うちその他の引当金）

(5) その他

固定負債合計 0

２ 投資等

(1) 投資及び出資金 ２ 流動負債

(2) 貸付金 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 ①地方公共団体

(4) 長期延滞債権 ②関係団体

(5) その他  翌年度償還予定額計 0

(6) 回収不能見込額 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

投資等合計 0 (3) 未払金

(4) 翌年度支払予定退職手当

(5) 賞与引当金

３ 流動資産 (6) その他

(1) 資金 流動負債合計 0

(2) 未収金

(3) 販売用不動産 負 債 合 計 0

(4) その他

(5) 回収不能見込額 [純資産の部]

流動資産合計 0 １ 公共資産等整備国県補助金等

２ 公共資産等整備一般財源等

３ 他団体及び民間出資分

４ 繰延勘定 ４ その他一般財源等

５ 資産評価差額

純資産 合計 0

資 産 合 計 0 負債及び純資産合計 0

※１ 債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※２ 普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち○○千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３ 有形固定資産のうち、土地は○○千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は○○千円です。

連結貸借対照表
（平成○○年３月３１日現在）

借 方 貸 方
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４－２

【経常行政コスト】 （単位：千円）

総 額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教 育 福 祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消 防 総 務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 0 #DIV/0!

（２）退職手当等引当金繰入等 0 #DIV/0!

１ （３）賞与引当金繰入額 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）物件費 0 #DIV/0!

（２）維持補修費 0 #DIV/0!

（３）減価償却費 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）社会保障給付 0 #DIV/0!

（２）補助金等 0 #DIV/0!

（３）他会計等への支出額 0 #DIV/0!

（４）他団体への
公共資産整備補助金等

0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）支払利息 0 #DIV/0!

（２）回収不能見込計上額 0 #DIV/0!

（３）その他行政コスト 0 #DIV/0!

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 構 成 比 率 ） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 0

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 0

３ 保 険 料 0

４ 事 業 収 益 0

５ その他特定行政サービス収入 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ｂ／ａ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自 平成○○年４月 １ 日

至 平成○○年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

1
2
0



４－３

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 0

純経常行政コスト 0

一般財源

地方税 0

地方交付税 0

その他行政コスト充当財源 0

補助金等受入 0

臨時損益

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

収益事業純損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 0

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 0

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0

減価償却による財源増 0

地方債償還に伴う財源振替 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 0 0 0 0 0 0

連結純資産変動計算書
自 平成○○年４月 １ 日

至 平成○○年３月３１日

1
2
1



４－４

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出 v

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

※1 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  （○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

0

0

0

0

0

0

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

0

連結資金収支計算書
自 平成○○年４月 １日

至 平成○○年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部
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5-1

連結対象法人等明細表

うち市派遣職員

普通会計 普通会計 ○

公営事業会計 病院 ○

水道 ○

国民健康保険 ○

･･････

市町村職員退職手当組合 ○

○○組合 ×

･･････

公立大学法人○○大学 ○

･･････

○○土地開発公社 ○

･･････

(財)○○事業団 ○

(株)○○清掃サービス ○

･･････

（注）○○組合は、経費負担割合及び負担金額が僅少なため連結対象から除外しています。

地方三公社

第三セクター等

連結対象

一部事務組合・
広域連合

地方独立行政法人

主たる事業の内容
資本金等
（千円）

出資割合・
経費負担割合

（％）
区分 会計・法人名等

市からの補助
金・負担金
（千円）

職員数
（人）

1
2
3



５－２

連結貸借対照表内訳表
（単位：千円）

普通会計 (合計) (合計) (合計) (合計)

(A＋B＋C＋D) (E+F+G+H+I+J)
A (小計) B (小計) C A＋B＋C D E F G H I E＋F＋G＋H＋I J K

[資産の部]

1  公共資産
(1) 有形固定資産

①生活インフラ・国土保全 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②教育 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

③福祉 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

④環境衛生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑤産業振興 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑥消防 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑦総務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑧収益事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑨その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地方公共団体計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 売却可能資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公共資産合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2. 投資等

(1) 投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 基金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(4) 長期延滞債権 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(5) その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(6) 回収不能見込額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投資等合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3. 流動資産

(1) 資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 未収金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 販売用不動産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(4) その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(5) 回収不能見込額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

流動資産合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. 繰延勘定 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 資 産 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

[負債の部]

1. 固定負債
(1) 地方公共団体

①普通会計地方債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②公営事業地方債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地方公共団体計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 関係団体

①一部事務組合・広域連合地方債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②地方三公社長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

③第三セクター等長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

関係団体計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 長期未払金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(4) 引当金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(うち 退職手当等引当金) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(うち その他の引当金) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(5) その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(うち 他会計借入金) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定負債合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2. 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

①地方公共団体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②関係団体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

翌年度償還予定額計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 未払金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(5) 賞与引当金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(6) その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(うち 他会計借入金翌年度償還予定額) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流動負債合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 負 債 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

[純資産の部]

1. 公共資産等整備国県補助金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2. 公共資産等整備一般財源等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3. 他団体及び民間出資分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. その他一般財源等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5. 資産評価差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 純資産合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 負債及び純資産合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(単純合計) (相殺消去等) 純計
公営企業会計 その他 市町村職員

退職手当組合
…… ○○大学 …… (財)○○事業団

第三セクター等
公営事業会計

(合計) (相殺消去等) 純計
(株)○○清掃

サービス
……

病院 水道 ……

地方三公社

○○土地開発公
社

……

地方公共団体 一部事務組合・広域連合 地方独立行政法人

国民健康保険 ……

1
2
4



５－３－１

連結行政コスト計算書 内訳表（目的別）

普通会計
(A＋B＋C＋D)

A (小計) B (小計) C A＋B＋C D E

経常行政コスト
生活インフラ・国土保全 0 0 0 0

教育 0 0 0 0

福祉 0 0 0 0

環境衛生 0 0 0 0

産業振興 0 0 0 0

消防 0 0 0 0

総務 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

支払利息 0 0 0 0

回収不能見込計上額 0 0 0 0

行政コスト合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常収益
使用料・手数料 0 0 0 0

分担金・負担金・寄附金 0 0 0 0

保険料 0 0 0 0

事業収益 0 0 0 0

その他特定行政サービス収入 0 0 0 0

他会計補助金等 0 0 0 0

行政サービス収入合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（差引）純行政コスト 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水道

純計
公営企業会計 その他

病院

地方公共団体

国民健康保険 …………

公営事業会計
(合計) (相殺消去等)

1
2
5



５－３－１

連結行政コスト計算書

経常行政コスト
生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防

総務

その他

支払利息

回収不能見込計上額

行政コスト合計

経常収益
使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収益

その他特定行政サービス収入

他会計補助金等

行政サービス収入合計

（差引）純行政コスト

内訳表（目的別）

(合計) (合計) (合計) (合計)

F G H I

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村職員
退職手当組合

…… ○○大学 ……
(財)○○事業

団
(株)○○清掃

サービス
……

地方三公社

○○土地開発
公社

……

第三セクター等一部事務組合・広域連合 地方独立行政法人

1
2
6



５－３－１

連結行政コスト計算書

経常行政コスト
生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防

総務

その他

支払利息

回収不能見込計上額

行政コスト合計

経常収益
使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収益

その他特定行政サービス収入

他会計補助金等

行政サービス収入合計

（差引）純行政コスト

内訳表（目的別）
（単位：千円）

(E+F+G+H+I+J)
E＋F＋G＋H＋I J K

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0

0 0

0 0 0

0 0 0

(単純合計) 純計(相殺消去等)

1
2
7



５－３－２

連結行政コスト計算書 内訳表（性質別）

普通会計
(A＋B＋C＋D)

A (小計) B (小計) C A＋B＋C D E

経常行政コスト

人件費 0 0 0 0

退職手当引当金繰入等 0 0 0 0

賞与引当金繰入等 0 0 0 0

物件費 0 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0

社会保障給付 0 0 0 0

補助金等 0 0 0 0

他会計等への支出額 0 0 0 0

他団体への公共資産整備補助金等 0 0 0 0

支払利息 0 0 0 0

回収不能見込計上額 0 0 0 0

その他行政コスト 0 0 0 0

行政コスト合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常収益

使用料・手数料 0 0 0 0

分担金・負担金・寄附金 0 0 0 0

保険料 0 0 0 0

事業収益 0 0 0 0

その他特定行政サービス収入 0 0 0 0

他会計補助金等 0 0 0 0

行政サービス収入合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（差引）純行政コスト 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水道

純計
公営企業会計 その他

病院

地方公共団体

国民健康保険 …………

公営事業会計
(合計) (相殺消去等)

1
2
8



５－３－２

連結行政コスト計算書

経常行政コスト

人件費

退職手当引当金繰入等

賞与引当金繰入等

物件費

維持補修費

減価償却費

社会保障給付

補助金等

他会計等への支出額

他団体への公共資産整備補助金等

支払利息

回収不能見込計上額

その他行政コスト

行政コスト合計

経常収益

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収益

その他特定行政サービス収入

他会計補助金等

行政サービス収入合計

（差引）純行政コスト

内訳表（性質別）

(合計) (合計) (合計) (合計)

F G H I

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村職員
退職手当組合

…… ○○大学 ……
(財)○○事業

団
(株)○○清掃

サービス
……

地方三公社

○○土地開発
公社

……

第三セクター等一部事務組合・広域連合 地方独立行政法人

1
2
9



５－３－２

連結行政コスト計算書

経常行政コスト

人件費

退職手当引当金繰入等

賞与引当金繰入等

物件費

維持補修費

減価償却費

社会保障給付

補助金等

他会計等への支出額

他団体への公共資産整備補助金等

支払利息

回収不能見込計上額

その他行政コスト

行政コスト合計

経常収益

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収益

その他特定行政サービス収入

他会計補助金等

行政サービス収入合計

（差引）純行政コスト

内訳表（性質別）
（単位：千円）

(E+F+G+H+I+J)
E＋F＋G＋H＋I J K

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

(単純合計) 純計(相殺消去等)

1
3
0



５－４

連結純資産変動計算書 内訳表

普通会計

(A＋B＋C＋D)

A (小計) B (小計) C A＋B＋C D E

期首純資産残高 0 0 0 0

純経常行政コスト 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

地方税 0 0 0 0

地方交付税 0 0 0 0

その他行政コスト充当財源 0 0 0 0

補助金等受入 0 0 0 0

臨時損益 0 0 0 0

災害復旧事業費 0 0 0 0

公共資産除売却損益 0 0 0 0

投資損失 0 0 0 0

収益事業純損失 0 0 0 0
…

出資の受入・新規設立 0 0 0 0

資産評価替えによる変動額 0 0 0 0

無償受贈資産受入 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

期末純資産残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

病院 水道

(合計) (相殺消去等)

…… 国民健康保険 ……

公営事業会計

公営企業会計 その他

地方公共団体

純計

1
3
1



５－４

連結純資産変動計算書

期首純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失

収益事業純損失
…

出資の受入・新規設立

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高

内訳表

(合計) (合計) (合計) (合計)

F G H I

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○○大学 ……
(財)○○事業

団
(株)○○清掃

サービス
……

第三セクター等地方三公社一部事務組合・広域連合 地方独立行政法人

○○土地開発
公社

……
市町村職員

退職手当組合
……

1
3
2



５－４

連結純資産変動計算書

期首純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失

収益事業純損失
…

出資の受入・新規設立

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高

内訳表
（単位：千円）

(E+F+G+H+I+J)

E＋F＋G＋H＋I J K

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

純計(単純合計) (相殺消去等)

1
3
3



５－５

連結資金収支計算書内訳表

普通会計

A (小計) B (小計) C

[経常的収支の部]

人件費 0 0
物件費 0 0
社会保障給付 0 0
補助金等 0 0
支払利息 0 0
他会計への事務費等充当財源繰出支出 0 0
その他支出 0 0

支出合計 0 0 0 0 0 0 0 0

地方税 0 0
地方交付税 0 0
国県補助金等 0 0
使用料・手数料 0 0
分担金・負担金・寄附金 0 0
保険料 0 0
事業収入 0 0
諸収入 0 0
地方債発行額 0 0
長期借入金借入額 0 0
短期借入金増加額 0 0
基金取崩額 0 0
他会計繰入金等 0 0
その他収入 0 0

収入合計 0 0 0 0 0 0 0 0

経常的収支額 0 0 0 0 0 0 0 0

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出 0 0
公共資産整備補助金等支出 0 0
他会計への建設費充当財源繰出支出 0 0
地方独立行政法人公共資産整備支出 0 0
一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 0 0
地方三公社公共資産整備支出 0 0
第三セクター等公共資産整備支出 0 0

支出合計 0 0 0 0 0 0 0 0

国県補助金等 0 0
地方債発行額 0 0
長期借入金借入額 0 0
基金取崩額 0 0
他会計負担金等 0 0
その他収入 0 0

収入合計 0 0 0 0 0 0 0 0

公共資産整備収支額 0 0 0 0 0 0 0 0

[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金 0 0
貸付金 0 0
基金積立額 0 0
定額運用基金への繰出支出 0 0
他会計への公債費充当財源繰出支出 0 0
地方債償還額 0 0
長期借入金返済額 0 0
短期借入金減少額 0 0
収益事業純支出 0 0
その他支出 0 0

支出合計 0 0 0 0 0 0 0 0

国県補助金等 0 0
貸付金回収額 0 0
基金取崩額 0 0
地方債発行額 0 0
長期借入金借入額 0 0
収益事業純収入 0 0
その他収入 0 0

収入合計 0 0 0 0 0 0 0 0

投資・財務的収支額 0 0 0 0 0 0 0 0

当年度資金増減額 0 0 0 0 0 0 0 0

期首資金残高 0 0

期末資金残高 0 0 0 0 0 0 0 0

水道

公営企業会計 その他

病院

地方公共団体

国民健康保険 …………

公営事業会計

134



５－５

連結資金収支計算書内訳表

[経常的収支の部]

人件費
物件費
社会保障給付
補助金等

支払利息
他会計への事務費等充当財源繰出支出
その他支出

支出合計

地方税
地方交付税
国県補助金等
使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金
保険料
事業収入
諸収入
地方債発行額
長期借入金借入額
短期借入金増加額
基金取崩額
他会計繰入金等
その他収入

収入合計
経常的収支額

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出
公共資産整備補助金等支出
他会計への建設費充当財源繰出支出
地方独立行政法人公共資産整備支出
一部事務組合・広域連合公共資産整備支出
地方三公社公共資産整備支出
第三セクター等公共資産整備支出

支出合計

国県補助金等
地方債発行額
長期借入金借入額
基金取崩額
他会計負担金等
その他収入

収入合計
公共資産整備収支額

[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金
貸付金
基金積立額
定額運用基金への繰出支出
他会計への公債費充当財源繰出支出
地方債償還額
長期借入金返済額
短期借入金減少額
収益事業純支出
その他支出

支出合計

国県補助金等
貸付金回収額
基金取崩額
地方債発行額
長期借入金借入額
収益事業純収入
その他収入

収入合計
投資・財務的収支額

当年度資金増減額
期首資金残高
期末資金残高

(合計) (合計)
(A＋B＋C＋D)

A＋B＋C D E F G

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村職員
退職手当組合

……
純計

○○大学 ……

一部事務組合・広域連合 地方独立行政法人

(合計) (相殺消去等)

135



５－５

連結資金収支計算書内訳表

[経常的収支の部]

人件費
物件費
社会保障給付
補助金等

支払利息
他会計への事務費等充当財源繰出支出
その他支出

支出合計

地方税
地方交付税
国県補助金等
使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金
保険料
事業収入
諸収入
地方債発行額
長期借入金借入額
短期借入金増加額
基金取崩額
他会計繰入金等
その他収入

収入合計
経常的収支額

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出
公共資産整備補助金等支出
他会計への建設費充当財源繰出支出
地方独立行政法人公共資産整備支出
一部事務組合・広域連合公共資産整備支出
地方三公社公共資産整備支出
第三セクター等公共資産整備支出

支出合計

国県補助金等
地方債発行額
長期借入金借入額
基金取崩額
他会計負担金等
その他収入

収入合計
公共資産整備収支額

[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金
貸付金
基金積立額
定額運用基金への繰出支出
他会計への公債費充当財源繰出支出
地方債償還額
長期借入金返済額
短期借入金減少額
収益事業純支出
その他支出

支出合計

国県補助金等
貸付金回収額
基金取崩額
地方債発行額
長期借入金借入額
収益事業純収入
その他収入

収入合計
投資・財務的収支額

当年度資金増減額
期首資金残高
期末資金残高

(合計) (合計)

H I

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

(財)○○事業団
(株)○○清掃
サービス

……

地方三公社

○○土地開発公
社

……

第三セクター等
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５－５

連結資金収支計算書内訳表

[経常的収支の部]

人件費
物件費
社会保障給付
補助金等

支払利息
他会計への事務費等充当財源繰出支出
その他支出

支出合計

地方税
地方交付税
国県補助金等
使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金
保険料
事業収入
諸収入
地方債発行額
長期借入金借入額
短期借入金増加額
基金取崩額
他会計繰入金等
その他収入

収入合計
経常的収支額

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出
公共資産整備補助金等支出
他会計への建設費充当財源繰出支出
地方独立行政法人公共資産整備支出
一部事務組合・広域連合公共資産整備支出
地方三公社公共資産整備支出
第三セクター等公共資産整備支出

支出合計

国県補助金等
地方債発行額
長期借入金借入額
基金取崩額
他会計負担金等
その他収入

収入合計
公共資産整備収支額

[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金
貸付金
基金積立額
定額運用基金への繰出支出
他会計への公債費充当財源繰出支出
地方債償還額
長期借入金返済額
短期借入金減少額
収益事業純支出
その他支出

支出合計

国県補助金等
貸付金回収額
基金取崩額
地方債発行額
長期借入金借入額
収益事業純収入
その他収入

収入合計
投資・財務的収支額

当年度資金増減額
期首資金残高
期末資金残高

（単位：千円）

(E+F+G+H+I+J)
E＋F＋G＋H＋I J K

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0

0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0

0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

(単純合計) 純計(相殺消去等)
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５－７

地方債等明細表

①借入先別一覧表

(単位：千円)

うち翌年度償還 うち共同発行債うち住民公募債

普通会計 【通常分】

一般公共事業

公営住宅建設

災害復旧

教育・福祉施設

一般単独事業

その他

【特別分】

臨時財政対策債

減税補てん債

退職手当債

その他

合 計

病院

水道

国民健康保険

･･････

合 計

市町村職員退職手当組合

○○組合

･･････

合 計

公立大学法人○○大学

･･････

合 計

○○土地開発公社

･･････

合 計

(財)○○事業団

(株)○○清掃サービス

･･････

合 計

第三セクター等

公営事業会計

一部事務組合・
広域連合

地方独立行政法人

地方三公社

その他種類
公営企業
金融公庫

市中銀行
その他の
金融機関

市場公募債政府資金地方債等残高区分 会計・法人名等

普通会計

1
3
9



５－７

②利率別一覧表

(単位：千円)

普通会計

合 計

病院

水道

国民健康保険

･･････

合 計

市町村職員退職手当組合

○○組合

･･････

合 計

公立大学法人○○大学

･･････

合 計

○○土地開発公社

･･････

合 計

(財)○○事業団

(株)○○清掃サービス

･･････

合 計

地方三公社

第三セクター等

普通会計

公営事業会計

一部事務組合・
広域連合

区分
3.0％超

3.5％以下
（参考）

加重平均利率
地方債等残高 1.5％以下

1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
2.5％超

3.0％以下
会計・法人名等

地方独立行政法人

1
4
0



５－７

③返済期間別一覧表

(単位：千円)

普通会計

合 計

病院

水道

国民健康保険

･･････

合 計

市町村職員退職手当組合

○○組合

･･････

合 計

公立大学法人○○大学

･･････

合 計

○○土地開発公社

･･････

合 計

(財)○○事業団

(株)○○清掃サービス

･･････

合 計

普通会計

第三セクター等

公営事業会計

一部事務組合・
広域連合

地方独立行政法人

地方三公社

1年以内区分 会計・法人名等 地方債等残高 20年超
15年超
20年以内

1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

10年超
15年以内

5年超
10年以内

1
4
1



５－７

④特定の契約条項が付された地方債等の概要

普通会計 普通会計

公営事業会計 病院

水道

国民健康保険

･･････

市町村職員退職手当組合

○○組合

･･････

公立大学法人○○大学

･･････

○○土地開発公社

･･････

(財)○○事業団

(株)○○清掃サービス

･･････

区分 会計・法人名等

特定の契約条項が
付された地方債等

残高
（千円）

一部事務組合・
広域連合

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

契約条項の概要

1
4
2



5-8

退職手当等引当金明細表

普通会計 普通会計

公営事業会計 病院

水道

国民健康保険

･･････

市町村職員退職手当組合

○○組合

･･････

公立大学法人○○大学

･･････

○○土地開発公社

･･････

(財)○○事業団

(株)○○清掃サービス

･･････

翌年度
支払予定額
（千円）

備考
(参考)当年度

支給額
（千円）

区分 会計・法人名等
退職手当等

引当金
（千円）

引当対象
人員

（人）

(参考)当年度
支給人員
（人）

第三セクター等

一部事務組合・
広域連合

地方独立行政法人

合 計

地方三公社

1
4
3



６－１

科目対応表－連結貸借対照表

土地開発公社 住宅供給公社 道路公社

[資産の部]

１ 公共資産

(1) 有形固定資産 （注） （注） （注）
公有用地、代行用地、関連施設に
ついて、土地の取得目的等に基づ
き適当な科目に区分する。

①生活インフラ・国土保全
交通事業
電気事業
ガス事業

港湾整備事業
公共下水道事業
流域下水道事業
駐車場整備事業（観光目的を除く）

下水道 市街地開発用地
賃貸住宅資産
有形固定資産（分譲住宅、賃貸住
宅等に関連するもの）

道路
有形固定資産

②教育 公立大学法人

③福祉

国民健康保険事業（事業勘定）
老人保健医療事業
介護保険事業
交通災害共済事業

老人福祉
介護保険

高齢者住宅資産
有形固定資産（高齢者住宅等に関
連するもの）

④環境衛生 上水道事業

簡易水道事業
病院事業
と畜場事業
特定地域生活排水処理事業
個別排水処理事業
国民健康保険事業（直診勘定）
公立大学附属病院事業

病院

病院
診療所
上水道
ごみ処理
し尿処理
火葬場

⑤産業振興 工業用水事業

市場事業
観光施設事業
農業（漁業・林業）集落排水事業
簡易排水事業
農業共済事業

産業（工業）技術センター 林道・林野 観光施設用地
賃貸施設等資産
有形固定資産（賃貸施設管理等に
関連するもの）

⑥消防

消防
救急
水防
消防災害補償

⑦総務

開発計画
職員研修
退職手当
公務災害
交通災害共済

⑧収益事業 収益事業（宝くじを含む）

⑨その他 有形固定資産

(2) 売却可能資産
特定土地、代替地のうち譲渡が見
込まれない土地

遊休資産を保有している場合は、
売却可能資産として計上する。

遊休資産を保有している場合は、
売却可能資産として計上する。

遊休資産を保有している場合は、
売却可能資産として計上する。

２ 投資等

(1) 投資及び出資金
（投資）有価証券
出資金

(2) 貸付金

(3) 基金等

特定目的基金（預金）
基本財産
特定資産
事業基金

(4) 長期延滞債権
債権のうち2年以上延滞している
ものは長期延滞債権として計上

(5) その他

無形固定資産
敷金・保証金
預託金
長期性預金
長期前払費用
その他の投資

(6) 回収不能見込額 貸倒引当金

３ 流動資産

(1) 資金
現金及び預金
形式収支（歳入歳出差引額）
財政安定化基金

(2) 未収金
未収（入）金
収入未済額

未収学生納付金収入
未収附属病院収入

(3) 販売用不動産
住宅用地造成事業
工業用地造成事業

完成土地等、開発中土地 分譲事業資産

(4) その他

貯蔵品
前渡金
仮払金
立替金
前払金
前払費用
未収収益

受取手形
たな卸資産
医薬品及び診療材料

代替地（譲渡が見込まれない土地
を除く）

受取手形
売掛金
たな卸資産

(5) 回収不能見込額
貸倒引当金
徴収不能引当金

４ 繰延勘定 繰延資産

民法法人 会社法法人

原則として普通会計に同じ。

企業団については、公営企業
会計を参照

有形固定資産について、事業内容により適当な科目
に区分

遊休資産を保有している場合は、売却可能資産として計上する。

会館・共有財
産等の維持・
管理について
は、対象となる
会館・共有財
産等の性質に
応じて適当な
科目に区分す
る。

科目名

（注）

会計・法人名（例） 各会計・法人に
共通する

主要な科目等

各会計・法人に固有の科目等

公営企業会計 その他公営事業会計 地方独立行政法人
一部事務組合

広域連合
地方三公社

1
4
4



６－１

科目対応表－連結貸借対照表

土地開発公社 住宅供給公社 道路公社
民法法人 会社法法人

科目名

会計・法人名（例） 各会計・法人に
共通する

主要な科目等

各会計・法人に固有の科目等

公営企業会計 その他公営事業会計 地方独立行政法人
一部事務組合

広域連合
地方三公社

[負債の部]

１ 固定負債

(1) 地方公共団体

①普通会計地方債

②公営事業地方債
企業債
借入資本金

公営事業債

(2) 関係団体

①一部事務組合・広域連合地方債

②地方三公社長期借入金

③第三セクター等長期借入金

(3) 長期未払金

(4) 引当金

（うち退職手当等引当金） 退職給与（給付・一時金）引当金 追加退職給付引当金

（ その他の引当金）
修繕引当金
損失補てん引当金

(5) その他
長期前受金
預り保証金
預り敷金

長期預り補助金等
長期預り工事負担金等
長期寄附金債務

（うち 他会計借入金） 長期借入金

２ 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

①地方公共団体

②関係団体

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 一時借入金

(3) 未払金
未払消費税
未払法人税等

(4) 翌年度支払予定退職手当

(5) 賞与引当金

(6) その他

未払金
預り金
前受金
仮受金
未払費用
前受収益

運営費負担金債務
預り特定施設費
寄附金債務

（うち 他会計借入金翌年度償還予定額）

[純資産の部]

１ 公共資産等整備国県補助金等
国庫支出金（補助金）
県支出金（補助金）

２ 公共資産等整備一般財源等 作成要領に従って算定。

３ 他団体及び民間出資分

４ その他一般財源等 作成要領に従って算定。
基本財産
準備金

特定準備金
資本金
剰余金

基本金
償還準備金
償還準備積立金

５ 資産評価差額
受贈財産評価額
その他有価証券評価差額金

（注） 普通会計外の公営事業会計、地方独立行政法人、一部事務組合・広域連合については、事業の内容等に応じ、上記区分に従って一つの目的別区分に全額計上する。

原則として普通会計に同じ。

企業団については、公営企業
会計を参照1

4
5



６－２

科目対応表－連結行政コスト計算書（性質別）

土地開発公社 住宅供給公社 道路公社

経常行政コスト

人件費

給料
手当
報酬
賃金
法定福利費
（退職金を除く）

退職手当引当金繰入等 退職給付費用

賞与引当金繰入等

物件費

材料費
委託費
光熱水費
その他経費（修繕費除く）
福利厚生費

受水費

維持補修費
修繕費（料）
路面復旧費

修繕費（料）
路面復旧費

修繕費

減価償却費

社会保障給付

保険給付費
介護給付費納付金
医療給付費
介護諸費等

補助金等
各種負担金
拠出金
助成金

他会計等への支出額

他団体への公共資産整備補助金等

支払利息
企業債利息
一時借入金利息

回収不能見込計上額 貸倒引当金繰入

その他行政コスト
資産減耗費
雑支出
特別損失

土地売却原価 土地売却原価

経常収益

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

各種負担金
各種交付金
寄附金
賛助金

工事負担金等収益

保険料 保険税（料）

事業収益

授業料収益
入学金収益
検定料収益
附属病院収益

道路料金収入

その他特定行政サービス収入
受取利息や雑収入など（行政
サービスとの直接対応関係は
ない経常的な収入）、特別利

他会計補助金等
他会計負担金
他会計繰入金

運営費負担金（交付金）収益

会社法法人

利子補給金

土地売却原価、商品原価
法人税等

使用料収入
手数料収入
利用料収入

受託事業収入

原則として普通会計に準じ
る。
（公営競技については行政コ
スト及び経常収益を算定し、
差額のみを「公営競技・宝くじ
純利益（損失）」勘定に計上す
る。）

別途計算 退職給付費用

会計・法人名（例） 各会計・法人に
共通する

主要な科目等

各会計・法人に固有の科目等

公営企業会計 その他公営事業会計 地方独立行政法人
一部事務組合
広域連合科目名

地方三公社
民法法人

1
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６－３

科目対応表－連結純資産変動計算書

土地開発公社 住宅供給公社 道路公社

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源
公営競技・宝くじ事業で利益
が発生した場合はその他行
政コスト充当財源に含める。

補助金等受入
国（都道府県）支出金
補助金収入

臨時損益
公営競技・宝くじ事業で損失
が発生した場合は臨時損益と
して計上する。

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増
資産見返負債戻入（処分によ
るものの場合）

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増
資産見返負債戻入（減価償却
によるものの場合）

出資の受入・新規設立

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入 物品受贈益

その他

民法法人 会社法法人
科目名

会計・法人名（例） 各会計・法人に
共通する

主要な科目等

各会計・法人に固有の科目等

公営企業会計 その他公営事業会計 地方独立行政法人
一部事務組合

広域連合

地方三公社

1
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６－４

科目対応表－連結資金収支計算書

土地開発公社 住宅供給公社 道路公社

１ 経常的収支の部

支出

人件費

物件費
原材料、商品又はサービスの
購入による支出

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

収入

地方税

地方交付税

国県補助金等 補助金収入

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金
分担金収入
寄付金収入
賛助金収入

工事負担金等収入

保険料

事業収入 受託収入

授業料収入
手数料収入
入学金収入
検定料収入
附属病院収入

諸収入

預金利息
有価証券利息
貸付金利息
雑収入

基本財産運用収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計繰入金等 運営費負担金（交付金）収入

その他収入

資産売却収入（当該収入によ
り代替資産を取得することが
明らかな場合は、公共資産整
備収支の部とする。）

科目名

公共資産整備支出もしくは投
資・財務的支出の財源として
借り入れ（取り崩し）たことが
明らかなものを除き、経常的
収支の部に計上する。

会計・法人名（例） 各会計・法人に
共通する

主要な科目等

各会計・法人に固有の科目等

公営企業会計 その他公営事業会計 地方独立行政法人
一部事務組合

広域連合

地方三公社
民法法人 会社法法人

1
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６－４

科目対応表－連結資金収支計算書

土地開発公社 住宅供給公社 道路公社科目名

会計・法人名（例） 各会計・法人に
共通する

主要な科目等

各会計・法人に固有の科目等

公営企業会計 その他公営事業会計 地方独立行政法人
一部事務組合

広域連合

地方三公社
民法法人 会社法法人

２ 公共資産整備収支の部

支出

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

収入

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計負担金等 （特定）施設費による収入

その他収入

３ 投資・財務的収支の部

支出

投資及び出資金 有価証券の取得による支出

貸付金

基金積立額
特定預金支出
基本財産繰入金

定額運用基金への繰出支出

他会計への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

収入

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額
投資・財務的支出の財源とし
て借り入れ（取り崩し）たこと
が明らかなものを計上する。

収益事業純収入

その他収入 基本財産収入

建設改良費
有形固定資産取得支出

公共資産整備支出の財源と
して借り入れ（取り崩し）たこと
が明らかなものを計上する。

1
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７

会計間または法人間の取引調査票 会計または法人名

会計年度 平成○年度

作成担当者 TEL

（単位：千円）

公営事業会計 一部事務組合・広域連合 地方独立行政法人 地方三公社 第三セクター等

病院 水道 ……

平成○年度末の残高

投資/出資金

資本金/正味財産

貸付金

借入金

未収金

うち出納整理期間中の精算

未払金

うち出納整理期間中の精算

平成○年度中の取引の内容

資金の貸付け

資金の回収

資金の借入れ

資金の返済

貸付利息の受取り

借入利息の支払い

他会計への売上/ｻｰﾋﾞｽ提供

他会計からの仕入/ｻｰﾋﾞｽ供給

他会計への繰出し

他会計からの繰入れ

補助金の支給

補助金の受入れ

その他の取引の内容

(株)○○清掃
サービス

…………
○○

土地開発公社
…… (財)○○事業団…… ○○大学

普通会計 地方公営企業
国民健康

保険
市町村職員
退職手当組合

……

相手先

取引の内訳

1
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（８） 【参考】現行総務省方式有形固定資産集計表等

バ ラ ン ス シ ー ト
（平成１９年３月３１日現在）

(単位：千円）

借                    方 貸                    方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 0

（２）民生費 0 （１）地方債 0 「決３３－５７－９」

（３）衛生費 0 －「決３６－１－８」

（４）労働費 0 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 0 ① 物件の購入等 0 別途計算

（６）商工費 0 ② 債務保証又は損失補償 0 ・・・下記（注２）参照

（７）土木費 0 債務負担行為計 0

（８）消防費 0

（９）教育費 0 （３）退職給与引当金 0 別途計算

（10）その他 0

計 0     固定負債合計 0

（ うち土地 0 ）

    有形固定資産合計 0 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 0 決３６－１－８

（１）投資及び出資金 0 決３０－１６－１１

（２）貸付金 0 決３０－１－１１ （２）翌年度繰上充用金 0 △のとき

（３）基金 決１３－１－４０

① 特定目的基金 0 決２９－６－３（注１）     流動負債合計 0

② 土地開発基金 0 決２９－６－５（注１）

③ 定額運用基金 0 決２９－６－６（注１）

基金計 0   負  債  合  計 0

    投資等合計 0

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 0 決２９－６－１（注１）

② 減債基金 0 決２９－６－２（注１） １．国庫支出金 0

③ 歳計現金 0 決２－１－３ .

現金・預金計 0 ２．都道府県支出金 0

（２）未収金

① 地方税 歳入歳出決算書から転記 ３．一般財源等 0 差引

② その他 歳入歳出決算書から転記

未収金計 0

    流動資産合計 0   正  味  資  産  合  計 0

 資  産  合  計 0  負 債・正 味 資 産 合 計 0

※債務負担行為に係る補償等 ①物件の購入等に係るもの 0 千円 決３７－１－２

②債務保証及び損失補償に係るもの 0 千円 決３７－１５－１

③利子補給等に係るもの 0 千円 決３７－３２－２

（注１） 一般会計へ運用している場合、その額を決算統計の数値から控除すること。

（注２） 「決３７－１７－２」+「決３７－２０－２」+「決３７－２３－２」+「決３７－２９－２」

有
形
固
定
資
産
明
細
よ
り
転
記

国・県支出金
算出表より転記
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（８） 【参考】現行総務省方式有形固定資産集計表等

有形固定資産明細表 国・都道府県支出金算出表
（単位：千円） （単位：千円）

取得価額 減価償却累計額 残存価額 償却対象分（償却後） 償却対象外 合計

A B A－B 国庫支出金 県支出金 国庫支出金 県支出金 国庫支出金 県支出金

総務費 0 0 0 A B C D A＋C B＋D

庁舎等 0 0 0 総務費 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 庁舎 0 0 0 0 0 0

民生費 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

保育所 0 0 0 民生費 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 保育所 0 0 0 0 0 0

衛生費 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

清掃費 0 0 0 衛生費 0 0 0 0 0 0

ごみ処理 0 0 0 清掃費 0 0 0 0 0 0

し尿処理 0 0 0 ごみ処理 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 し尿処理 0 0 0 0 0 0

環境衛生費 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 環境衛生費 0 0 0 0 0 0

労働費 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

農林水産業費 0 0 0 労働費 0 0 0 0 0 0

造林 0 0 0 農林水産業費 0 0 0 0 0 0

林道 0 0 0 造林 0 0 0 0 0 0

治山 0 0 0 林道 0 0 0 0 0 0

砂防 0 0 0 治山 0 0 0 0 0 0

漁港 0 0 0 砂防 0 0 0 0 0 0

農業農村整備 0 0 0 漁港 0 0 0 0 0 0

海岸保全 0 0 0 農業農村整備 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 海岸保全 0 0 0 0 0 0

商工費 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

国立公園等 0 0 0 商工費 0 0 0 0 0 0

観光 0 0 0 国立公園等 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 観光 0 0 0 0 0 0

土木費 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

道路 0 0 0 土木費 0 0 0 0 0 0

橋りょう 0 0 0 道路 0 0 0 0 0 0

河川 0 0 0 橋りょう 0 0 0 0 0 0

砂防 0 0 0 河川 0 0 0 0 0 0

海岸保全 0 0 0 砂防 0 0 0 0 0 0

港湾 0 0 0 海岸保全 0 0 0 0 0 0

都市計画 0 0 0 港湾 0 0 0 0 0 0

街路 0 0 0 都市計画 0 0 0 0 0 0

都市下水路 0 0 0 街路 0 0 0 0 0 0

区画整理 0 0 0 都市下水路 0 0 0 0 0 0

公園 0 0 0 区画整理 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 公園 0 0 0 0 0 0

住宅 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

空港 0 0 0 住宅 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 空港 0 0 0 0 0 0

消防費 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

庁舎 0 0 0 消防費 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 庁舎 0 0 0 0 0 0

教育費 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

小学校 0 0 0 教育費 0 0 0 0 0 0

中学校 0 0 0 小学校 0 0 0 0 0 0

高等学校 0 0 0 中学校 0 0 0 0 0 0

幼稚園 0 0 0 高等学校 0 0 0 0 0 0

特殊学校 0 0 0 幼稚園 0 0 0 0 0 0

大学 0 0 0 特殊学校 0 0 0 0 0 0

各種学校 0 0 0 大学 0 0 0 0 0 0

社会教育 0 0 0 各種学校 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 社会教育 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0
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２ 資 料

(１) 売却可能資産算出額集計表（例）

〈土地〉 〈地区別平均単価入力表〉 （単位：円）

項番 所在地 地目 地区
控除すべき
取得価額

単価（円） 面積（㎡） 乗率 算出額（円）
行政目的別

区分
地区名 宅地 雑種地 田 畑

1 ○○市○○町 宅地 A 3,000,000 30,000 100.00 0.7 1,285,714 生活・インフラ国土保全 A 30,000 20,000 50 70

2 ○○市○○町 雑種地 A 1,600,000 20,000 200.00 0.7 4,114,286 教育 B 50,000 30,000 60 75

3 ○○市△△町 宅地 B 1,500,000 50,000 500.00 0.7 34,214,286 消防 C 60,000 35,000 80 110

4 ○○市△△町 田 B 20,000 60 1,200.00 0.7 82,857 総務

5 ○○市△△町 畑 B 0 75 800.00 0.7 85,714 総務

6

7

8

9

10

11 ※固定資産税評価額を入力すること。

12

13 〈行政目的別集計表〉 （単位：円）

14

15

16

17

18

19

20

合計 6,120,000 2,800.00 39,782,857

※固定資産税評価額は実勢価格の7割とすることとされているので0.7で割り戻してある。

その他

105,714

41,434,286

34,214,286

資産評価額

3,000,000

4,114,286

※取得額を積算するが、取得額が不明の土地
   については代わりに算出額を加算すること。

合計

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

総務

産業振興

消防

・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

1
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売却可能資産算出額集計表（例）

〈家屋〉

項番 所在地 建築価格 建築年 面積（㎡） 建物用途 主体構造
建物構造別
・用途別単価

デフレータ指数
減価償却
累計額

算出額（円）
行政目的別

区分
〈行政目的別集計表〉 （単位：円）

1 ○○市○○町 H2 100.00 倉庫 木造 95,000 6,460,000 3,040,000 産業振興

2 ○○市○○町 35,000,000 H2 200.00 公民館 鉄骨 1.10 13,090,000 25,410,000 総務

3 ○○市△△町 100,000,000 H2 500.00 庁舎 鉄骨 1.10 37,400,000 72,600,000 総務

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

合計 800.00 101,050,000

資産評価額

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興 3,040,000

※取得額を積算するが、取得額が不明の土地
   については代わりに算出額を加算すること。

消防

総務 135,000,000

その他

合計 138,040,000

・
・
・
・
・
・

1
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（２） デフレータ一覧表

建物構造・用途別デフレータ

年度別建築費指数表(デフレータ)
1 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 和暦 木造 S CB RC SRC
2 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 年度 5 4 3 2 1
3 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ H18 2006 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
4 鉄骨 H17 2005 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
5 木造 H16 2004 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

H15 2003 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
H14 2002 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

a 庁舎 H13 2001 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
b 住宅 H12 2000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
c 校舎 H11 1999 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
d 倉庫 H10 1998 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
e その他 H9 1997 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

H8 1996 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
H7 1995 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
H6 1994 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
H5 1993 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
H4 1992 1.05 1.05 1.05 1.05 1.05
H3 1991 1.06 1.05 1.06 1.06 1.06
H2 1990 1.12 1.10 1.13 1.13 1.12
H1 1989 1.19 1.18 1.21 1.21 1.21
S63 1988 1.27 1.23 1.30 1.30 1.28
S62 1987 1.39 1.29 1.42 1.42 1.39
S61 1986 1.43 1.31 1.46 1.46 1.42
S60 1985 1.43 1.26 1.43 1.43 1.38
S59 1984 1.43 1.25 1.43 1.43 1.37
S58 1983 1.43 1.25 1.43 1.43 1.37
S57 1982 1.41 1.23 1.41 1.41 1.34
S56 1981 1.40 1.24 1.42 1.42 1.35
S55 1980 1.42 1.27 1.45 1.45 1.39
S54 1979 1.59 1.42 1.62 1.62 1.55
S53 1978 1.74 1.53 1.79 1.79 1.71
S52 1977 1.80 1.63 1.89 1.89 1.82
S51 1976 1.84 1.63 1.92 1.92 1.84
S50 1975 1.87 1.64 1.94 1.94 1.86
S49 1974 1.89 1.58 1.94 1.94 1.83
S48 1973 2.30 2.18 2.68 2.68 2.52
S47 1972 3.34 2.81 3.37 3.37 3.19
S46 1971 3.54 2.89 3.45 3.45 3.29
S45 1970 3.71 2.82 3.53 3.53 3.29
S44 1969 4.21 3.27 4.12 4.12 3.81
S43 1968 4.55 3.71 4.48 4.48 4.22
S42 1967 4.87 3.51 4.58 4.58 4.19
S41 1966 5.41 3.92 4.99 4.99 4.60
S40 1965 5.57 4.03 5.08 5.08 4.67
S39 1964 5.98 4.31 5.41 5.41 5.03
S38 1963 6.18 4.42 5.56 5.56 5.17
S37 1962 6.34 4.48 5.67 5.67 5.26
S36 1961 6.79 4.60 6.22 6.22 5.56
S35 1960 8.25 5.26 7.08 7.08 6.30
S34 1959 9.36 5.50 7.59 7.59 6.59
S33 1958 9.90 8.21 8.21 7.19
S32 1957 9.73 7.45 7.45 6.33
S31 1956 10.41 7.45 7.45 6.22
S30 1955 10.68 8.56 8.56 7.54
S29 1954 11.05 9.00 9.00 8.03
S28 1953 12.00 9.13 9.13 8.12
S27 1952 13.69 9.77 9.77 8.52
S26 1951 14.65 9.68 9.68 8.29
S25 1950 19.99 14.16 14.16 13.00
S24 1949 18.00 13.27 13.27 12.85
S23 1948 19.99 14.47 14.47 14.32
S22 1947 35.00 24.71 24.71 23.77

出展：社団法人全国市有物件災害共済会（2006年度）

表主体コード

単価表用途コード

西暦年度
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建物構造別・用途別の単価表

用途コード 用途名 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 鉄骨造 木造

a 庁舎 235,000           180,000       115,000       90,000         95,000         

b 住宅 165,000           155,000       105,000       90,000         100,000       

c 校舎 135,000           135,000       100,000       80,000         90,000         

d 倉庫 130,000           130,000       70,000         60,000         60,000         

e その他 205,000           155,000       100,000       70,000         95,000         

a 庁舎 庁舎、一般事務所、議会棟、公会堂、ホール、会館、美術館、博物館、図書館、体育館、

病院、保健所、診療所

ｂ 住宅 住宅

ｃ 校舎 幼稚園舎、学校校舎、学校講堂、学校体育館、学校図書館、学校実習室、学校給食室、

学校部室、学校便所、公民館、集会所、保育所、福祉集会所、住宅集会所、簡易事務所、

休憩所、待合所、宿直室、柔剣道場、母子寮、老人ホーム、寮舎、宿舎

ｄ 倉庫 学校温室、学校物置、学校小屋、学校廊下、学校渡廊下、動物飼育舎、温室、塵芥集積所、

市場、産業倉庫、と畜場、畜舎、共同作業所、訓練作業所、加工場、住宅物置、自転車置場、

車庫、駐車場、上屋、簡易上屋、倉庫、廊下、渡廊下、簡易機械室棟、簡易熱源機械室

e その他 給食センター、便所、プール（室内）、競技場、スタンド、保養所、霊安室、死体安置室、

焼却場、処理場、火葬場、斎場、浴場、養護医療施設、店舗、冷蔵庫、住宅処理場、

湯沸場、水飲場、洗場、食堂、調理室、脱衣室、風呂場、工場機械室棟、工場熱源機械室棟

備考

（円/㎡）

資料： 「全国市有物件災害共済会」の用途及び単価表
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（３） 連結財務４表（一部事務組合・広域連合報告様式）
○○一部事務組合

1 ↓『新地方公会計制度の徹底解説』掲載ペ 団体名： ○○一部事務組合

シート：セル シート名 セルアドレス 科目 値 頁 ↓備考 按分基礎：

４－１： ４－１ ４－１ 連結貸借対照表 0 - - - - -
４－１： ４－１ [資産の部] 0 - - - - -
４－１： ４－１ １ 公共資産 0 - - - - -
４－１： ４－１ （１）有形固定資産 0 - - - - -
４－１：$E$9 ４－１ $E$9 ①生活インフラ・国土保全 0 - - - - -
４－１：$E$10４－１ $E$10 ②教育 0 - - - - -
４－１：$E$1 ４－１ $E$11 ③福祉 0 - - - - -
４－１：$E$12４－１ $E$12 ④環境衛生 0 - - - - -
４－１：$E$13４－１ $E$13 ⑤産業振興 0 - - - - -
４－１：$E$14４－１ $E$14 ⑥消防 0 - - - - -
４－１：$E$15４－１ $E$15 ⑦総務 0 - - - - -
４－１：$E$16４－１ $E$16 ⑧収益事業 0 - - - - -
４－１：$E$17４－１ $E$17 ⑨その他 0 - - - - -
４－１：$F$19４－１ $F$19 （２）売却可能資産 0 - - - - -
４－１： ４－１ ２ 投資等 0 - - - - -
４－１：$F$24４－１ $F$24 （１）投資及び出資金 0 - - - - -
４－１：$F$25４－１ $F$25 （２）貸付金 0 - - - - -
４－１：$F$26４－１ $F$26 （３）基金等 0 - - - - -
４－１：$F$27４－１ $F$27 （４）長期延滞債権 0 - - - - -
４－１：$F$28４－１ $F$28 （５）その他 0 - - - - -
４－１：$F$29４－１ $F$29 （６）回収不能見込額 0 - - - - -
４－１： ４－１ ３ 流動資産 0 - - - - -
４－１：$F$34４－１ $F$34 （１）資金 0 - - - - -
４－１：$F$35４－１ $F$35 （２）未収金 0 - - - - -
４－１：$F$36４－１ $F$36 （３）販売用不動産 0 - - - - -
４－１：$F$37４－１ $F$37 （４）その他 0 - - - - -
４－１：$F$38４－１ $F$38 （５）回収不能見込額 0 - - - - -
４－１：$G$4 ４－１ $G$42 ４ 繰延勘定 0 - - - - -
４－１： ４－１ 0 - - - - -
４－１： ４－１ [負債の部] 0 - - - - -
４－１： ４－１ １ 固定負債 0 - - - - -
４－１： ４－１ （１）地方公共団体 0 - - - - -
４－１：$L$9 ４－１ $L$9 ①普通会計地方債 0 - - - - -
４－１：$L$10４－１ $L$10 ②公営事業地方債 0 - - - - -
４－１： ４－１ （２）関係団体 0 - - - - -
４－１：$L$13４－１ $L$13 ①一部事務組合・広域連合地方債 0 - - - - -
４－１：$L$14４－１ $L$14 ②地方三公社長期借入金 0 - - - - -
４－１：$L$15４－１ $L$15 ③第三セクター等長期借入金 0 - - - - -
４－１：$M$1 ４－１ $M$17 （３）長期未払金 0 - - - - -
４－１： ４－１ （４）引当金 0 - - - - -
４－１：$M$1 ４－１ $M$19 （うち退職手当等引当金） 0 - - - - -
４－１：$M$2 ４－１ $M$20 （うちその他の引当金） 0 - - - - -
４－１：$M$2 ４－１ $M$21 （５）その他 0 - - - - -
４－１： ４－１ ２ 流動負債 0 - - - - -
４－１： ４－１ （１）翌年度償還予定額 0 - - - - -
４－１：$L$26４－１ $L$26 ①地方公共団体 0 - - - - -
４－１：$L$27４－１ $L$27 ②関係団体 0 - - - - -
４－１：$M$2 ４－１ $M$29 （２）短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0 - - - - -
４－１：$M$3 ４－１ $M$30 （３）未払金 0 - - - - -
４－１：$M$3 ４－１ $M$31 （４）翌年度支払予定退職手当 0 - - - - -
４－１：$M$3 ４－１ $M$32 （５）賞与引当金 0 - - - - -
４－１：$M$3 ４－１ $M$33 （６）その他 0 - - - - -
４－１： ４－１ 0 - - - - -

構成団体

1/7
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○○一部事務組合
1 ↓『新地方公会計制度の徹底解説』掲載ペ 団体名： ○○一部事務組合

シート：セル シート名 セルアドレス 科目 値 頁 ↓備考 按分基礎：

構成団体

４－１： ４－１ [純資産の部] 0 - - - - -
４－１：$M$3 ４－１ $M$39 １ 公共資産等整備国県補助金等 0 - - - - -
４－１：$M$4 ４－１ $M$40 ２ 公共資産等整備一般財源等 0 - - - - -
４－１：$M$4 ４－１ $M$41 ３ 他団体及び民間出資分 0 - - - - -
４－１：$M$4 ４－１ $M$42 ４ その他一般財源等 0 - - - - -
４－１：$M$4 ４－１ $M$43 ５ 資産評価差額 0 - - - - -
４－１： ４－１ 0 - - - - -
４－１： ４－１ ※１ 債務負担行為に関する情報 0 - - - - -
４－１：$L$49４－１ $L$49 ①物件の購入等 0 - - - - -
４－１：$L$50４－１ $L$50 ②債務保証又は損失補償 0 - - - - -
４－１：$L$5 ４－１ $L$51 （うち共同発行地方債に係るもの 0 - - - - -
４－１：$L$52４－１ $L$52 ③その他 0 - - - - -
４－１：★ ４－１ ★ ※２ 普通会計地方債および公営事業地方債残高・・・ 0 - - - - -
４－１：★ ４－１ ★ ※３ 有形固定資産のうち、土地は○○千円です。 0 - - - - -
４－１：★ ４－１ ★ また、有形固定資産の減価償却累計額は○○千円です。 0 - - - - -
４－１： ４－１ 0 - - - - -
４－２： ４－２ 連結行政コスト計算書 0 - - - - -
４－２： ４－２ 【経常行政コスト】 0 - - - - -
４－２： ４－２ ①生活インフラ・国土保全 0 - - - - -
４－２：$F$7 ４－２ $F$7 ① １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$F$8 ４－２ $F$8 ① １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$F$9 ４－２ $F$9 ① １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$F$1 ４－２ $F$11 ① ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$F$12４－２ $F$12 ① ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$F$13４－２ $F$13 ① ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$F$15４－２ $F$15 ① ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$F$16４－２ $F$16 ① ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$F$17４－２ $F$17 ① ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$F$18４－２ $F$18 ① ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$F$20４－２ $F$20 ① ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$F$2 ４－２ $F$21 ① ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$F$22４－２ $F$22 ① ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -
４－２： ４－２ ②教育 0 - - - - -
４－２：$G$7 ４－２ $G$7 ② １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$G$8 ４－２ $G$8 ② １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$G$9 ４－２ $G$9 ② １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$G$1 ４－２ $G$11 ② ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$G$1 ４－２ $G$12 ② ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$G$1 ４－２ $G$13 ② ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$G$1 ４－２ $G$15 ② ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$G$1 ４－２ $G$16 ② ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$G$1 ４－２ $G$17 ② ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$G$1 ４－２ $G$18 ② ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$G$2 ４－２ $G$20 ② ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$G$2 ４－２ $G$21 ② ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$G$2 ４－２ $G$22 ② ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -
４－２： ４－２ ③福祉 0 - - - - -
４－２：$H$7 ４－２ $H$7 ③ １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$H$8 ４－２ $H$8 ③ １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$H$9 ４－２ $H$9 ③ １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$H$1 ４－２ $H$11 ③ ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$H$1 ４－２ $H$12 ③ ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$H$1 ４－２ $H$13 ③ ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$H$1 ４－２ $H$15 ③ ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$H$1 ４－２ $H$16 ③ ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$H$1 ４－２ $H$17 ③ ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$H$1 ４－２ $H$18 ③ ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$H$2 ４－２ $H$20 ③ ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$H$2 ４－２ $H$21 ③ ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$H$2 ４－２ $H$22 ③ ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -
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○○一部事務組合
1 ↓『新地方公会計制度の徹底解説』掲載ペ 団体名： ○○一部事務組合

シート：セル シート名 セルアドレス 科目 値 頁 ↓備考 按分基礎：

構成団体

４－２： ４－２ ④環境衛生 0 - - - - -
４－２：$I$7 ４－２ $I$7 ④ １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$I$8 ４－２ $I$8 ④ １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$I$9 ４－２ $I$9 ④ １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$I$11 ４－２ $I$11 ④ ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$I$12 ４－２ $I$12 ④ ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$I$13 ４－２ $I$13 ④ ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$I$15 ４－２ $I$15 ④ ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$I$16 ４－２ $I$16 ④ ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$I$17 ４－２ $I$17 ④ ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$I$18 ４－２ $I$18 ④ ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$I$20 ４－２ $I$20 ④ ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$I$21 ４－２ $I$21 ④ ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$I$22 ４－２ $I$22 ④ ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑤産業振興 0 - - - - -
４－２：$J$7 ４－２ $J$7 ⑤ １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$J$8 ４－２ $J$8 ⑤ １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$J$9 ４－２ $J$9 ⑤ １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$J$1 ４－２ $J$11 ⑤ ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$J$12４－２ $J$12 ⑤ ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$J$13４－２ $J$13 ⑤ ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$J$15４－２ $J$15 ⑤ ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$J$16４－２ $J$16 ⑤ ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$J$17４－２ $J$17 ⑤ ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$J$18４－２ $J$18 ⑤ ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$J$20４－２ $J$20 ⑤ ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$J$2 ４－２ $J$21 ⑤ ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$J$22４－２ $J$22 ⑤ ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑥消防 0 - - - - -
４－２：$K$7 ４－２ $K$7 ⑥ １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$K$8 ４－２ $K$8 ⑥ １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$K$9 ４－２ $K$9 ⑥ １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$K$1 ４－２ $K$11 ⑥ ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$K$12４－２ $K$12 ⑥ ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$K$13４－２ $K$13 ⑥ ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$K$15４－２ $K$15 ⑥ ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$K$16４－２ $K$16 ⑥ ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$K$17４－２ $K$17 ⑥ ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$K$18４－２ $K$18 ⑥ ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$K$20４－２ $K$20 ⑥ ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$K$2 ４－２ $K$21 ⑥ ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$K$22４－２ $K$22 ⑥ ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑦総務 0 - - - - -
４－２：$L$7 ４－２ $L$7 ⑦ １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$L$8 ４－２ $L$8 ⑦ １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$L$9 ４－２ $L$9 ⑦ １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$L$1 ４－２ $L$11 ⑦ ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$L$12４－２ $L$12 ⑦ ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$L$13４－２ $L$13 ⑦ ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$L$15４－２ $L$15 ⑦ ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$L$16４－２ $L$16 ⑦ ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$L$17４－２ $L$17 ⑦ ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$L$18４－２ $L$18 ⑦ ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$L$20４－２ $L$20 ⑦ ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$L$2 ４－２ $L$21 ⑦ ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$L$22４－２ $L$22 ⑦ ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -

3/7

1
6
0



○○一部事務組合
1 ↓『新地方公会計制度の徹底解説』掲載ペ 団体名： ○○一部事務組合

シート：セル シート名 セルアドレス 科目 値 頁 ↓備考 按分基礎：

構成団体

４－２： ４－２ ⑧議会 0 - - - - -
４－２：$M$7 ４－２ $M$7 ⑧ １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$M$8 ４－２ $M$8 ⑧ １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$M$9 ４－２ $M$9 ⑧ １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$M$1 ４－２ $M$11 ⑧ ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$M$1 ４－２ $M$12 ⑧ ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$M$1 ４－２ $M$13 ⑧ ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$M$1 ４－２ $M$15 ⑧ ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$M$1 ４－２ $M$16 ⑧ ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$M$1 ４－２ $M$17 ⑧ ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$M$1 ４－２ $M$18 ⑧ ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$M$2 ４－２ $M$20 ⑧ ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$M$2 ４－２ $M$21 ⑧ ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$M$2 ４－２ $M$22 ⑧ ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑨支払利息 0 - - - - -
４－２：$N$2 ４－２ $N$20 ⑨ ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑩回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$O$2 ４－２ $O$21 ⑩ ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑪その他行政コスト 0 - - - - -
４－２：$P$7 ４－２ $P$7 ⑪ １（１）人件費 0 - - - - -
４－２：$P$8 ４－２ $P$8 ⑪ １（２）退職手当引当金繰入等 0 - - - - -
４－２：$P$9 ４－２ $P$9 ⑪ １（３）賞与引当金繰入額 0 - - - - -
４－２：$P$1 ４－２ $P$11 ⑪ ２（１）物件費 0 - - - - -
４－２：$P$1 ４－２ $P$12 ⑪ ２（２）維持補修費 0 - - - - -
４－２：$P$1 ４－２ $P$13 ⑪ ２（３）減価償却費 0 - - - - -
４－２：$P$1 ４－２ $P$15 ⑪ ３（１）社会保障給付 0 - - - - -
４－２：$P$1 ４－２ $P$16 ⑪ ３（２）補助金等 0 - - - - -
４－２：$P$1 ４－２ $P$17 ⑪ ３（３）他会計等への支出額 0 - - - - -
４－２：$P$1 ４－２ $P$18 ⑪ ３（４）他団体への公共資産整備補助金等 0 - - - - -
４－２：$P$2 ４－２ $P$20 ⑪ ４（１）支払利息 0 - - - - -
４－２：$P$2 ４－２ $P$21 ⑪ ４（２）回収不能見込計上額 0 - - - - -
４－２：$P$2 ４－２ $P$22 ⑪ ４（３）その他行政コスト 0 - - - - -
４－２： ４－２ 【経常収益】 0 - - - - -
４－２： ４－２ ①生活インフラ・国土保全 0 - - - - -
４－２：$F$28４－２ $F$28 ① １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$F$29４－２ $F$29 ① ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$F$30４－２ $F$30 ① ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$F$3 ４－２ $F$31 ① ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$F$32４－２ $F$32 ① ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
４－２： ４－２ ②教育 0 - - - - -
４－２：$G$2 ４－２ $G$28 ② １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$G$2 ４－２ $G$29 ② ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$G$3 ４－２ $G$30 ② ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$G$3 ４－２ $G$31 ② ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$G$3 ４－２ $G$32 ② ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
４－２： ４－２ ③福祉 0 - - - - -
４－２：$H$2 ４－２ $H$28 ③ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$H$2 ４－２ $H$29 ③ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$H$3 ４－２ $H$30 ③ ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$H$3 ４－２ $H$31 ③ ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$H$3 ４－２ $H$32 ③ ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
４－２： ４－２ ④環境衛生 0 - - - - -
４－２：$I$28 ４－２ $I$28 ④ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$I$29 ４－２ $I$29 ④ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$I$30 ４－２ $I$30 ④ ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$I$31 ４－２ $I$31 ④ ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$I$32 ４－２ $I$32 ④ ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
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○○一部事務組合
1 ↓『新地方公会計制度の徹底解説』掲載ペ 団体名： ○○一部事務組合

シート：セル シート名 セルアドレス 科目 値 頁 ↓備考 按分基礎：

構成団体

４－２： ４－２ ⑤産業振興 0 - - - - -
４－２：$J$28４－２ $J$28 ⑤ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$J$29４－２ $J$29 ⑤ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$J$30４－２ $J$30 ⑤ ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$J$3 ４－２ $J$31 ⑤ ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$J$32４－２ $J$32 ⑤ ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑥消防 0 - - - - -
４－２：$K$28４－２ $K$28 ⑥ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$K$29４－２ $K$29 ⑥ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$K$30４－２ $K$30 ⑥ ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$K$3 ４－２ $K$31 ⑥ ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$K$32４－２ $K$32 ⑥ ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑦総務 0 - - - - -
４－２：$L$28４－２ $L$28 ⑦ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$L$29４－２ $L$29 ⑦ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$L$30４－２ $L$30 ⑦ ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$L$3 ４－２ $L$31 ⑦ ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$L$32４－２ $L$32 ⑦ ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑧議会 0 - - - - -
４－２：$M$2 ４－２ $M$28 ⑧ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$M$2 ４－２ $M$29 ⑧ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$M$3 ４－２ $M$30 ⑧ ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$M$3 ４－２ $M$31 ⑧ ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$M$3 ４－２ $M$32 ⑧ ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑨支払利息 0 - - - - -
４－２：$N$2 ４－２ $N$28 ⑨ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$N$2 ４－２ $N$29 ⑨ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑪その他行政コスト 0 - - - - -
４－２：$P$2 ４－２ $P$28 ⑪ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$P$2 ４－２ $P$29 ⑪ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２：$P$3 ４－２ $P$30 ⑪ ３ 保険料 0 - - - - -
４－２：$P$3 ４－２ $P$31 ⑪ ４ 事業収益 0 - - - - -
４－２：$P$3 ４－２ $P$32 ⑪ ５ その他特定行政サービス収入 0 - - - - -
４－２： ４－２ ⑫一般財源振替額 0 - - - - -
４－２：$Q$2 ４－２ $Q$28 ⑫ １ 使用料・手数料 0 - - - - -
４－２：$Q$2 ４－２ $Q$29 ⑫ ２ 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－２： ４－２ 0 - - - - -
４－３： ４－３ 連結純資産変動計算書 0 - - - - -
４－３： ４－３ ①期首純資産残高 0 - - - - -
４－３：$I$7 ４－３ $I$7 ①＼(Ａ)公共資産等整備国県補助金等 0 - - - - -
４－３：$L$7 ４－３ $L$7 ①＼(Ｂ)公共資産等整備一般財源等 0 - - - - -
４－３：$O$7 ４－３ $O$7 ①＼(Ｃ)他団体及び民間出資分 0 - - - - -
４－３：$R$7 ４－３ $R$7 ①＼(Ｄ)その他一般財源 0 - - - - -
４－３：$U$7 ４－３ $U$7 ①＼(Ｅ)資産評価差額 0 - - - - -
４－３：$R$9 ４－３ $R$9 ②純経常行政コスト＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３：$R$1 ４－３ $R$12 ③一般財源：地方税＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３：$R$1 ４－３ $R$13 ④一般財源：地方交付税＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３：$R$1 ４－３ $R$14 ⑤一般財源：その他行政コスト充当財源＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３： ４－３ ⑥補助金等受入 0 - - - - -
４－３：$I$16 ４－３ $I$16 ⑥＼(Ａ)公共資産等整備国県補助金等 0 - - - - -
４－３：$R$1 ４－３ $R$16 ⑥＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３：$R$1 ４－３ $R$19 ⑦臨時損益：災害復旧事業費＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３：$R$2 ４－３ $R$20 ⑧臨時損益：公共資産除売却損益＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３：$R$2 ４－３ $R$21 ⑨臨時損益：投資損失＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３：$R$2 ４－３ $R$22 ⑩臨時損益：収益事業純損失＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３：$R$2 ４－３ $R$23 ⑪臨時損益：・・・＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３： ４－３ 0 - - - - -
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○○一部事務組合
1 ↓『新地方公会計制度の徹底解説』掲載ペ 団体名： ○○一部事務組合

シート：セル シート名 セルアドレス 科目 値 頁 ↓備考 按分基礎：

構成団体

４－３： ４－３ ⑫科目振替 0 - - - - -
４－３：$L$26４－３ $L$26 ⑫公共資産整備への財源投入＼(Ｂ)公共資産等整備一般財源等 0 - - - - -
４－３：$I$27 ４－３ $I$27 ⑫公共資産処分による財源増＼(Ａ)公共資産等整備国県補助金等 0 - - - - -
４－３：$L$27４－３ $L$27 ⑫公共資産処分による財源増＼(Ｂ)公共資産等整備一般財源等 0 - - - - -
４－３：$U$2 ４－３ $U$27 ⑫公共資産処分による財源増＼(Ｅ)資産評価差額 0 - - - - -
４－３：$I$28 ４－３ $I$28 ⑫貸付金・出資金等への財源投入＼(Ａ)公共資産等整備国県補助 0 - - - - -
４－３：$L$28４－３ $L$28 ⑫貸付金・出資金等への財源投入＼(Ｂ)公共資産等整備一般財源 0 - - - - -
４－３：$I$29 ４－３ $I$29 ⑫貸付金・出資金等の回収等による財源増＼(Ａ)公共資産等整備 0 - - - - -
４－３：$L$29４－３ $L$29 ⑫貸付金・出資金等の回収等による財源増＼(Ｂ)公共資産等整備 0 - - - - -
４－３：$I$31 ４－３ $I$31 ⑫減価償却による財源増＼(Ａ)公共資産等整備国県補助金等 0 - - - - -
４－３：$L$3 ４－３ $L$31 ⑫減価償却による財源増＼(Ｂ)公共資産等整備一般財源等 0 - - - - -
４－３：$L$32４－３ $L$32 ⑫地方債償還に伴う財源振替＼(Ｂ)公共資産等整備一般財源等 0 - - - - -
４－３：$O$3 ４－３ $O$34 ⑬出資の受入・新設設立＼(Ｃ)他団体及び民間出資分 0 - - - - -
４－３：$U$3 ４－３ $U$36 ⑬資産評価替えによる変動額＼(Ｅ)資産評価差額 0 - - - - -
４－３：$U$3 ４－３ $U$38 ⑭無償受贈資産受入＼(Ｅ)資産評価差額 0 - - - - -
４－３：$I$40 ４－３ $I$40 ⑮その他＼(Ａ)公共資産等整備国県補助金等 0 - - - - -
４－３：$L$40４－３ $L$40 ⑮その他＼(Ｂ)公共資産等整備一般財源等 0 - - - - -
４－３：$O$4 ４－３ $O$40 ⑮その他＼(Ｃ)他団体及び民間出資分 0 - - - - -
４－３：$R$4 ４－３ $R$40 ⑮その他＼(Ｄ)その他一般財源等 0 - - - - -
４－３： ４－３ 0 - - - - -
４－４： ４－４ 連結資金収支計算書 0 - - - - -
４－４： ４－４ １ 経常的収支の部 0 - - - - -
４－４： ４－４ 支出 0 - - - - -
４－４：$E$7 ４－４ $E$7 人件費 0 - - - - -
４－４：$E$8 ４－４ $E$8 物件費 0 - - - - -
４－４：$E$9 ４－４ $E$9 社会保障給付 0 - - - - -
４－４：$E$10４－４ $E$10 補助金等 0 - - - - -
４－４：$E$1 ４－４ $E$11 支払利息 0 - - - - -
４－４：$E$12４－４ $E$12 その他支出 0 - - - - -
４－４： ４－４ 収入 0 - - - - -
４－４：$E$14４－４ $E$14 地方税 0 - - - - -
４－４：$E$15４－４ $E$15 地方交付税 0 - - - - -
４－４：$E$16４－４ $E$16 国県補助金等 0 - - - - -
４－４：$E$17４－４ $E$17 使用料・手数料 0 - - - - -
４－４：$E$18４－４ $E$18 分担金・負担金・寄附金 0 - - - - -
４－４：$E$19４－４ $E$19 保険料 0 - - - - -
４－４：$E$20４－４ $E$20 事業収入 0 - - - - -
４－４：$E$2 ４－４ $E$21 諸収入 0 - - - - -
４－４：$E$22４－４ $E$22 地方債発行額 0 - - - - -
４－４：$E$23４－４ $E$23 長期借入金借入額 0 - - - - -
４－４：$E$24４－４ $E$24 短期借入金増加額 0 - - - - -
４－４：$E$25４－４ $E$25 基金取崩額 0 - - - - -
４－４：$E$26４－４ $E$26 その他収入 0 - - - - -
４－４： ４－４ ２ 公共資産整備収支の部 0 - - - - -
４－４： ４－４ 支出 0 - - - - -
４－４：$E$3 ４－４ $E$31 公共資産整備支出 0 - - - - -
４－４：$E$32４－４ $E$32 公共資産整備補助金等支出 0 - - - - -
４－４：$E$33４－４ $E$33 地方独立行政法人公共資産整備支出 0 - - - - -
４－４：$E$34４－４ $E$34 一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 0 - - - - -
４－４：$E$35４－４ $E$35 地方三公社公共資産整備支出 0 - - - - -
４－４：$E$36４－４ $E$36 第三セクター等公共資産整備支出 0 - - - - -
４－４： ４－４ 収入 0 - - - - -
４－４：$E$38４－４ $E$38 国県補助金等 0 - - - - -
４－４：$E$39４－４ $E$39 地方債発行額 0 - - - - -
４－４：$E$40４－４ $E$40 長期借入金借入額 0 - - - - -
４－４：$E$4 ４－４ $E$41 基金取崩額 0 - - - - -
４－４：$E$42４－４ $E$42 その他収入 0 - - - - -
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○○一部事務組合
1 ↓『新地方公会計制度の徹底解説』掲載ペ 団体名： ○○一部事務組合

シート：セル シート名 セルアドレス 科目 値 頁 ↓備考 按分基礎：

構成団体

４－４： ４－４ ３ 投資・財務的収支の部 0 - - - - -
４－４： ４－４ 支出 0 - - - - -
４－４：$E$47４－４ $E$47 投資及び出資金 0 - - - - -
４－４：$E$48４－４ $E$48 貸付金 0 - - - - -
４－４：$E$49４－４ $E$49 基金積立額 0 - - - - -
４－４：$E$50４－４ $E$50 定額運用基金への繰出支出 0 - - - - -
４－４：$E$5 ４－４ $E$51 地方債償還額 0 - - - - -
４－４：$E$52４－４ $E$52 長期借入金返済額 0 - - - - -
４－４：$E$53４－４ $E$53 短期借入金減少額 0 - - - - -
４－４：$E$54４－４ $E$54 収益事業純支出 0 - - - - -
４－４：$E$55４－４ $E$55 その他支出 0 - - - - -
４－４： ４－４ 収入 0 - - - - -
４－４：$E$57４－４ $E$57 国県補助金等 0 - - - - -
４－４：$E$58４－４ $E$58 貸付金回収額 0 - - - - -
４－４：$E$59４－４ $E$59 基金取崩額 0 - - - - -
４－４：$E$60４－４ $E$60 地方債発行額 0 - - - - -
４－４：$E$6 ４－４ $E$61 長期借入金借入額 0 - - - - -
４－４：$E$62４－４ $E$62 収益事業純収入 0 - - - - -
４－４：$E$63４－４ $E$63 公共資産等売却収入 0 - - - - -
４－４：$E$64４－４ $E$64 その他収入 0 - - - - -
４－４：$E$69４－４ $E$69 期首資金残高 0 - - - - -
４－４：$E$70４－４ $E$70 経費負担割合変更に伴う差額 0 - - - - -
４－４：★ ４－４ ★ ※１ 上記の他、○○の受け入れに伴う 0 - - - - -
４－４：★ ４－４ ★ 歳計外現金の収入額○○千円 0 - - - - -
４－４：★ ４－４ ★ （○○の返還に伴う 0 - - - - -
４－４：★ ４－４ ★ 支出額○○千円）があります。 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
： 0 - - - - -
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４－１

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１ 公共資産 １ 固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 0 ①普通会計地方債 0

②教育 0 ②公営事業地方債 0

③福祉 0  地方公共団体計 0

④環境衛生 0 (2) 関係団体

⑤産業振興 0 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 0 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 0 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産合計 0 (4) 引当金 0

(2) 売却可能資産 0 （うち退職手当等引当金） 0

公共資産合計 0 （うちその他の引当金） 0

(5) その他 0

固定負債合計 0

２ 投資等

(1) 投資及び出資金 0 ２ 流動負債

(2) 貸付金 0 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 0 ①地方公共団体 0

(4) 長期延滞債権 0 ②関係団体 0

(5) その他 0  翌年度償還予定額計 0

(6) 回収不能見込額 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 0 (3) 未払金 0

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 0

３ 流動資産 (6) その他 0

(1) 資金 0 流動負債合計 0

(2) 未収金 0

(3) 販売用不動産 0 負 債 合 計 0

(4) その他 0

(5) 回収不能見込額 0 [純資産の部]

流動資産合計 0 １ 公共資産等整備国県補助金等 0

２ 公共資産等整備一般財源等 0

３ 他団体及び民間出資分 0

４ 繰延勘定 0 ４ その他一般財源等 0

５ 資産評価差額 0

純資産 合計 0

資 産 合 計 0 負債及び純資産合計 0

※１ 債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 0 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 0 千円

※２ 普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３ 有形固定資産のうち、土地は千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は千円です。

連結貸借対照表（○○一部事務組合）
（平成２０年３月３１日現在）

借 方 貸 方
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４－２

【経常行政コスト】 （単位：千円）

総 額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教 育 福 祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消 防 総 務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）退職手当等引当金繰入等 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１ （３）賞与引当金繰入額 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）物件費 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）維持補修費 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0

（３）減価償却費 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）社会保障給付 0 #DIV/0! 0 0 0

（２）補助金等 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（３）他会計等への支出額 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
公共資産整備補助金等

0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）支払利息 0 #DIV/0! 0

（２）回収不能見込計上額 0 #DIV/0! 0

（３）その他行政コスト 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 計 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 構 成 比 率 ） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ 保 険 料 0 0

４ 事 業 収 益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５ そ の 他 特 定 行 政 サ ー ビ ス 収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ｂ／ａ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書（○○一部事務組合）
自 平成１９年４月 １日

至 平成２０年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b
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４－３

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 0 0 0 0 0 0

純経常行政コスト 0 0

一般財源

地方税 0 0

地方交付税 0 0

その他行政コスト充当財源 0 0

補助金等受入 0 0 0

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

収益事業純損失 0 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 0 0

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 0 0

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 0 0

減価償却による財源増 0 0 0

地方債償還に伴う財源振替 0 0

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0 0 0

期末純資産残高 0 0 0 0 0 0

連結純資産変動計算書（○○一部事務組合）
自 平成１９年４月 １日

至 平成２０年３月３１日
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４－４

（単位：千円）

人件費 0

物件費 0

社会保障給付 0

補助金等 0

支払利息 0

その他支出 0

支 出 合 計 0

地方税 0

地方交付税 0

国県補助金等 0

使用料・手数料 0

分担金・負担金・寄附金 0

保険料 0

事業収入 0

諸収入 0

地方債発行額 0

長期借入金借入額 0

短期借入金増加額 0

基金取崩額 0

その他収入 0

収 入 合 計 0

経 常 的 収 支 額 0

公共資産整備支出 0

公共資産整備補助金等支出 0

地方独立行政法人公共資産整備支出 0

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 0

地方三公社公共資産整備支出 0

第三セクター等公共資産整備支出 0

支 出 合 計 0

国県補助金等 0

地方債発行額 0

長期借入金借入額 0

基金取崩額 0

その他収入 0

収 入 合 計 0

公 共 資 産 整 備 収 支 額 0

投資及び出資金 0

貸付金 0

基金積立額 0

定額運用基金への繰出支出 0

地方債償還額 0

長期借入金返済額 0

短期借入金減少額 0

収益事業純支出 0

その他支出 0

支 出 合 計 0

国県補助金等 0

貸付金回収額 0

基金取崩額 0

地方債発行額 0

長期借入金借入額 0

収益事業純収入 0

公共資産等売却収入 0

その他収入 0

収 入 合 計 0

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 0

当年度資金増減額 0

期首資金残高 0

経費負担割合変更に伴う差額 0

期末資金残高 0

※1 上記の他、の受け入れに伴う歳計外現金の収入額千円

  （の返還に伴う支出額千円）があります。

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

１ 経 常 的 収 支 の 部

連結資金収支計算書（○○一部事務組合）
自 平成１９年４月 １日

至 平成２０年３月３１日
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